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第２章 子どもと子育て家庭を取り巻く現状 

 

１ 伊達市の人口動態 

（１）総人口及び年少人口の推移 

本市の総人口は、2000 年（平成 12年）から 2005 年（平成 17 年）までほぼ横ばいで推移

しているが、2010 年（平成 22年）からは減少に転じている。また、年少人口（15 歳未満）

は、2000 年（平成 12 年）に 4,783 人だったものが、2018 年（平成 30 年）には 3,679 人と

なり、総人口に対する割合は 12.9％から 10.7％と減少している。 

 

【グラフ2-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表2-1】 

（人、％） 

年齢 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 2018 年 

総人口 37,139  37,066  36,278  34,995  34,439  

年少人口 4,783  4,615  4,276  3,966  3,679  

 割合 12.9 12.5 11.8 11.3 10.7 

資料：2000 年（平成 12 年）～2015 年（平成 27 年）は国勢調査、 

2018 年（平成 30 年）は住民基本台帳人口（各年 10 月１日） 
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4,011 3,980 3,874 3,732 3,594 

19,721 19,225 18,717 18,347 17,931 

11,888 12,125 12,280 12,500 12,558 

35,620 35,330 34,871 34,579 34,083 
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年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

11.2% 11.3% 11.1% 10.8% 10.5%

55.4% 54.4% 53.7% 53.1% 52.6%

33.4% 34.3% 35.2% 36.1% 36.9%
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20%

40%
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2015 (H27) 2016 (H28) 2017 (H29) 2018 (H30) 2019 (H31)

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（２）年齢３区分別人口の推移 

第１期計画期間の本市の年齢３区分別人口について推移をみると、年少人口（15 歳未満）

及び生産年齢人口（15～64 歳）は減少する一方で、老年人口（65歳以上）は増加している。

総人口に占める割合は、年少人口は 10％台でほぼ横ばいで推移しているのに対し、老年人口

は 33.4％から 36.9%まで増加している。 

 

【グラフ2-2】 

■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ2-3】 

■総人口に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日） 
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（３）小学生以下人口の推移 

第１期計画期間の本市の小学生以下の人口推移は、2015 年（平成 27 年）の 3,096 人が 2019

年（平成 31 年）には 2,714 人と、およそ 400 人減少している。出生数の多かった 2015 年（平

成 27年）生まれを含む年齢層の人口は一時的に増加しているが、それ以外の年齢層はいず

れも減少している。 

 

【グラフ2-4】 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

【表2-2】 

（人） 

年齢 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

0 歳 194  243  172  168  169  

1～2 歳 435  425  463  429  349  

3～5 歳 750  708  699  666  665  

就学前 計 1,379  1,376  1,334  1,263  1,183  

低学年 841 829  781  735  700  

高学年 876 888  849  854  831  

小学生 計 1,717 1,717  1,630  1,589  1,531  

計 3,096 3,093  2,964  2,852  2,714  

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日） 
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（４）出生数・出生率の推移 

過去５年間の出生数は、2015 年（平成 27 年）に一時的に増加したもの、減少傾向が続い

ている。人口 1,000 人当たりの出生数を示す本市の出生率と全国・北海道の出生率を比較す

ると、本市はすべての年で下回る状況で推移している。 

 

【グラフ2-5】 

■出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ2-6】 

■出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口動態（各年１月１日～12 月 31 日） 
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２ 子育て環境の状況  

（１）世帯構成比の状況 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査では、本市の世帯類型の構成比は、単独世帯が 32.5％、

核家族世帯が 60.3％、三世代世帯が 3.8％、その他の世帯が 3.4％となっており、2010 年（平

成 22年）と比較すると単独世帯の構成比が高まる一方、核家族世帯と三世代世帯が減少し

ている。また、全世帯に占める単独世帯の構成比は全国・北海道よりも低く、核家族世帯の

構成比が高くなっている。 

 

【グラフ2-7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表2-3】 

  
2010年 2015年 

世帯数 構成比 世帯数 構成比 

単独世帯 4,706 30.9% 4,857 32.5% 

核家族世帯 9,190 60.4% 9,012 60.3% 

 夫婦のみ 4,324 - 4,279 - 

 夫婦と未婚の子 3,513 - 3,318 - 

 ひとり親と未婚の子 1,353 - 1,415 - 

三世代世帯 718 4.7% 569 3.8% 

その他の世帯 613 4.0% 515 3.4% 

一般世帯 計 15,227 100.0% 14,953 100.0% 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 

 

※上表の世帯類型は下記の通り 

 

世 帯 
一般世帯 

単独世帯 

親族のみの世帯 
核家族世帯 

三世代世帯 

その他の世帯 

施設等の世帯 
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（２）６歳未満の親族のいる世帯の状況 

本市の６歳未満の親族のいる世帯数は、2005 年（平成 17 年）に 1,205 世帯であったが、

2015 年（平成 27 年）には 1,043 世帯と減少している。また、一般世帯に占める割合も、2005

年（平成 17 年）に 8.4％だったものが 2015 年（平成 27年）には 7.0％と減少している。 

 

【グラフ2-8】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表2-4】 

 2005 年 2010 年 2015 年 

６歳未満の親族のいる世帯数 世帯 1,205 1,167 1,043 

一般世帯に占める割合 ％ 8.4 7.7 7.0 

資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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（３）女性の就業状況 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査における年齢別の女性の就業率は、25 歳～54 歳の年齢層

において７割を超え、2010 年（平成 22年）を上回る結果となっている。 

また、女性の就業率は、かつて出産・育児期に当たる 20 歳代後半から 30歳代の年齢層の

就業率が下がり、М字カーブを描く傾向がみられていた。2010 年（平成 22 年）の国勢調査

では、本市でもこの傾向が現れていたが、2015 年（平成 27年）の国勢調査では、この傾向

が薄くなっており、働き続ける女性が多いことが推察される。 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査において、就業している女性の割合を全国・北海道と比

較すると、65歳未満の年齢層において全国・北海道を上回っている。 

 

【グラフ2-9】 

■本市の女性の就業率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【グラフ2-10】 

■平成27年の女性就業率（本市、全国、北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：国勢調査（各年 10 月１日） 
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用語の解説 

44.0% 52.8%

72.0% 79.2%
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80%

2010 (H22) 2015 (H27)

末子が６歳未満

末子が６歳～12歳未満

（４）子どものいる世帯の就業状況 

2015 年（平成 27 年）の国勢調査によれば、本市の末子が６歳未満の世帯における共働き

率※1は 52.8％、末子が６～12歳未満の世帯における共働き率は 79.2％となっている。いず

れも全国・北海道の値を上回っており、特に末子が６～12歳未満の世帯では 10ポイント以

上高くなっている。 

また、2010 年（平成 22年）の国勢調査と比較すると、末子が６歳未満の世帯で 8.8 ポイ

ント増、末子が６～12歳未満の世帯で 7.2 ポイント増と、末子が小学生以下の子どものいる

世帯における共働き家庭の割合が高くなっている。 

 

 

【グラフ2-11】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表2-5】 

  2010年 2015年 

 

 

共働き 

世帯数 
共働き率 

共働き

世帯数 
共働き率 

北海道 

共働き率 

全国 

共働き率 

末子が６歳未満 

世帯 

一般世帯 454 44.0% 488 52.8% 44.7% 48.5% 

 核家族世帯 390 42.1% 448 52.0% 47.8% 47.3% 

 三世代世帯 64 61.0% 40 63.5% 56.5% 58.8% 

末子が６～12 歳

未満世帯 

一般世帯 503 72.0% 527 79.2% 65.4% 66.2% 

 核家族世帯 448 71.9% 478 78.9% 71.1% 64.5% 

 三世代世帯 55 72.4% 49 81.7% 75.4% 76.9% 

資料：国勢調査（各年 10 月 1日） 

 

 

 

 

                                         
※1 共働き率：夫婦がいる一般世帯で、かつ、夫婦いずれも就業している割合。 

北海道 65.4% 

全国  66.2% 

北海道 44.7% 

全国  48.5% 
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緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

（％）

就学前児童

n=306

小 学 生

n=334

中 学 生

n=161

高 校 生

n=118

用語の解説 

３ ニーズ調査結果からみた子育て環境 

（１）子どもをみてもらえる親族・知人の存在 

ニーズ調査においては、子どもをみてもらえる親族や知人が「いずれもいない」という回

答が１割程度となっている。 

一方で、子どもをみてもらえる人の存在としては、「日常的に祖父母等の親族にみてもら

える」「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」を合計すると、８割

以上となる。 

しかしながら、これらの８割のうち、子どもをみてもらっている現状に「特に問題はない」

と回答した保護者は、就学前児童で 56.3％、小学生で 57.8％、中学生で 58.8％、高校生で

75.3％にとどまっており、就学前児童・小学生・中学生のおよそ４割強、高校生のおよそ２

割の保護者が、子どもを見てもらう現状に何らかの問題や不安があると考えていることが推

察される。 

また、自由意見では、一時預かり事業※1の土曜日実施や増設、病児保育事業※2の増設、フ

ァミリー・サポート・センター※3などの一時的または緊急時の保育の拡充を求める意見が複

数あった。 

 

【グラフ2-12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラフの「ｎ」は、集計対象者数 

                                         
※1 

一時預かり事業：保護者の就労や、疾病・入院、災害・事故、育児等に伴う心理的・肉体的負

担解消のため、一時的に保育所等において保育を実施する事業。 
※2 

病児保育事業：幼稚園・認可保育所等に通っている児童が、疾病によって集団生活が困難な場

合に一時的に預かる事業。 
※3 ファミリー・サポート・センター：子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人と、援

助の実施を希望する人との相互援助活動に関する連絡・調整を実施する事業。 
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（２）保護者の就労状況 

 ①母親の就労状況 

母親の就労状況のうちフルタイム就労の割合は、就学前児童保護者の 49.3％、小学生保護

者の 40.5％、中学生保護者の 50.6％、高校生保護者の 50.9％であった。また、パート・ア

ルバイト就労の割合は、就学前児童保護者の 35.0％、小学生保護者の 45.3％、中学生保護

者の 36.5％、高校生保護者の 38.6％であった。 

就学前児童保護者、中学生保護者、高校生保護者ではフルタイムでの就労割合がパート・

アルバイト等の就労割合を上回っているが、小学生保護者のみ、パート・アルバイト等での

就労割合がフルタイムでの就労割合を上回っている。 

フルタイムとパート・アルバイト等での就労割合をあわせると、就学前児童保護者の

84.3％、小学生保護者の 85.8％、中学生保護者の 87.1％、高校生保護者の 89.5％を占め、

８割以上の母親が就労している状況となっていた。 

 

【グラフ2-13】 
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高 校 生

n=114

中 学 生

n=156

小 学 生

n=331

就学前児童

n=300

フルタイムで就労しており、休業中ではない フルタイムで就労しているが、休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、休業中ではない パート・アルバイト等で就労しているが、休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない これまで就労したことがない

無回答
 

※ グラフの「ｎ」は、集計対象者数 
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②父親の就労状況 

父親の就労状況については、就学前児童保護者の 94.5％、小学生保護者の 85.8％、中学

生保護者の 80.7％、高校生保護者の 76.7％であり、無回答を除くと９割以上の父親がフル

タイムでの就労形態であった。また、パート・アルバイト等の割合は、就学前児童保護者の

0.7％、小学生保護者の 0.3％、中学生保護者の 0.7％、高校生保護者の 1.0％と、すべての

層で 1.0％以下であった。 

なお、今回のニーズ調査において、育児・介護等休業中の父親はいなかった。 

 

【グラフ2-14】 

76.7 

80.7 

85.8 

94.5 

1.0 

0.7 

0.3 

0.7 

0.7 

0.3 

22.3 

18.0 

13.6 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高 校 生

n=103

中 学 生

n=150

小 学 生

n=309

就学前児童

n=273

フルタイムで就労しており、休業中ではない パート・アルバイト等で就労しており、休業中ではない

以前は就労していたが、現在は就労していない 無回答

 

※ グラフの「ｎ」は、集計対象者数 
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（３）ひとり親家庭・共働き家庭の状況  

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』算出等の手引き」（以

下「国の手引き」という。）では、父母の有無や現在の就労状況などを類型化した「家族類

型」を求め、潜在的な家族類型ごとに、就学前の教育・保育や子ども・子育て支援事業のニ

ーズ量を求めることが示されている。 

潜在的な家族類型とは、現在パートタイムの方の「フルタイムへの転換希望があり、実現

できる見込みがある」、現在就労していない方の「すぐにでも、もしくは１年以内に就労し

たい」が実現した場合を踏まえた分類となり、結果は表２－６のとおりである。 

現在の家族類型では、「ひとり親家庭」が 10.1％、「共働き家庭（タイプ B～F）」が 75.3％、

専業主婦（夫）家庭が 14.6％となっている。 

潜在的な家族類型では、「共働き家庭（タイプ B～F）」が 80.5％、専業主婦（夫）家庭

が 9.4％と推計され、ニーズ調査時点で専業主婦（夫）家庭のうち、５％程度は共働き家庭

となることが予想される。 

 

【表2-6】 

  
家族類型 

現在の家族類型 潜在的な家族類型 

  人数 割合（％） 人数 割合（％） 

ひとり親家庭 タイプA 29 10.1  29 10.1  

 フルタイム×フルタイム タイプB 130 45.2  136 47.3  

 フルタイム×パートタイム※１ タイプC 64 22.2  73 25.3  

両親が フルタイム×パートタイム※２ タイプD 22 7.6  22 7.6  

いる家庭 パートタイム×パートタイム※１ タイプE 0 0.0  0 0.0  

 パートタイム×パートタイム※２ タイプF 1 0.3  1 0.3  

 専業主婦（夫）家庭 タイプG 42 14.6  27 9.4  

 無職×無職 タイプH 0 0.0  0 0.0  

合計 288 100.0  288 100.0  

※１：パートタイム等就労で月間就労時間が 120 時間以上 

※２：パートタイム等就労で月間就労時間が 120 時間未満の方で現在幼稚園を利用しており、今後も幼稚園利

用を希望する方 
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（４）子育て環境の満足度  

環境や支援への満足度については、「満足している」「やや満足している」と回答した割

合は、就学前児童保護者では 35.7％となっている。しかし、小学生保護者では 17.7％、中

学生保護者では 13.1％、高校生保護者では 13.5％と、いずれも２割未満となっており、小

学生以上の保護者の満足度は就学前児童保護者と比較して低くなっている。 

一方、「やや不満である」「不満である」という回答は、就学前児童保護者では 19.0％、

小学生保護者では 42.8％、中学生保護者では 39.7％・高校生保護者では 28.8％と、小学生

保護者と中学生保護者では約４割が不満を感じている結果となっている。 

 

 

【グラフ2-15】 
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※ グラフの「ｎ」は、集計対象者数 

【表2-7】 

「満足している」・「やや満足している」理由  「やや不満である」・「不満である」理由 

〇子どもが病気のときでも安心な環境である（小児科

がある、医療費、病児保育がある など） 

〇充実した環境（遊び場が多い、自然が多い、気候が

よい など） 

〇子育てに必要な施設（サービス）が整備されている 

〇子育てを支えてくれる人がいる（祖父母や親族、地

域の人が見守ってくれるなど） 

〇治安がよい、防犯対策がしっかりしている 

〇特に不便を感じないから 

 

〇子どもの医療体制が充実していない（医療費助成の

範囲が狭い、予防接種が高い、小児救急医療体制） 

〇子どもの遊び場が少ない 

〇他自治体と比較し、子育て世帯への経済的支援が少

ない（保育料が高い、医療費が高いなど） 

〇市内とそれ以外の地域の環境の差（児童館、公園、

病院、習い事など） 

〇子育て世代よりも高齢者や障害者への支援の方が

充実していると感じる 

※理由として回答のあった内容のうち、複数あったものを抜粋 
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（５）子育てのために充実してほしいと考える市の施策  

小学生・中学生・高校生保護者を対象に、子育てのために充実してほしいと考える市の施

策としては、小学生・中学生・高校生保護者で「子育てのための経済的支援の充実」がもっ

とも高い割合となっている。また、小学生保護者については、「子どもたちの遊び場や機会

の充実」が同程度の高い割合となっている。 

自由意見では、就学前児童保護者、小学生・中学生・高校生保護者ともに、無償化を含む

医療費助成や対象拡大、公園・屋内施設など遊び場の整備を望む意見が複数あった。いずれ

も周辺の市町村の状況と比較している意見が多くみられた。 

 

【グラフ2-16】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラフの「ｎ」は、集計対象者数 


